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 本資料では，主蒸気管（外側主蒸気隔離弁より主蒸気止め弁まで）（以下「主蒸気管」とい

う。）における耐震重要度分類の考え方及び耐震評価結果について示す。 

Ⅰ. 主蒸気管における耐震重要度分類及び評価用に適用する地震動の考え方について 

Ⅱ. 評価用地震動における評価結果 

なお，本資料が関連する図書は以下のとおり。 

・Ⅵ-2「耐震性に関する説明書」

添付資料 1 主蒸気管に設置する三軸粘性ダンパの段階的な減衰性能の設定 

添付資料 2 主蒸気管の振動モード 

添付資料 3 地盤物性等の不確かさによる固有周期の変動に対する考慮について 



Ⅰ. 主蒸気管における耐震重要度分類及び評価用に適用する地震動の考え方について 

1. はじめに

主蒸気管については，耐震Ｂクラスに分類され，また弾性設計用地震動Ｓｄに対して破損

しないことの検討を行うこととしている。 

 本資料においては，主蒸気管の耐震重要度分類の考え方及び評価に適用する地震動の考え

方について示す。 

2. 耐震クラス設定の考え方

耐震重要度分類において，主蒸気管は，以下のクラス分類の規定に基づき，Ｂクラスに分

類している。 

 「安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳクラス施設と比べ小さい施

設であって，原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていて，一次冷却材を内蔵してい

るか又は内蔵し得る施設」 

 さらに，主蒸気管については，仮に破断した場合に，一次冷却系から直接外部へ放射性気

体（核分裂生成物）を放出する事象が引き起こされる可能性があることに配慮して，弾性設

計用地震動Ｓｄに対して破損しないことの検討を行うこととした。 

 設備の耐震上の重要度分類にあたって，原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許

容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984（以下「ＪＥＡＧ４６０１・補-1984」という。）に

おいて検討した内容が整理されている。（図 1参照） 

 この中で，「放射性物質に関連する設備の耐震重要度分類と被ばく線量」に関して，設備

単体が破損したときに全身0.5レム以上の被ばくを与えるものは基準地震動Ｓ１による機能

維持の確認を行うべき，としている。これにより，基準地震動Ｓ２による設備の同時破損を

想定しても，被ばく線量を「原子炉立地審査指針及びその適用に関する判断のめやすについ

て」のめやす線量に対して十分小さくすることができることになる。 

また，主蒸気管については，仮に原子炉格納容器外で破損した場合の被ばく線量は，小児

甲状腺 1.5 レム以下となることが当時の評価方法で得られており，基準地震動Ｓ１に対し機

能維持をする必要は必ずしもない。一方で，複数基立地の発電所で主蒸気管の同時破損を想

定すると，仮定の仕方によりめやす線量を超える場合もあり得るとして，主蒸気止め弁まで

の部分は，基準地震動Ｓ１で破損しないことの確認を行っておくことが望ましいとしている。

さらに，被ばく評価の基準が見直されたら，基準地震動Ｓ１に対する検討も再度見直す必要

があるとしている。 

 被ばく評価の基準に関しては，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」

（平成 2 年 8 月 30 日原子力安全委員会決定）で判断基準が示されている。主蒸気管につい

ては，破損時に上記審査指針に定められている事故時の実効線量に関する判断基準（5mSv）
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を超えないという条件が満たされる必要がある。島根原子力発電所２号機の原子炉設置変更

許可申請書における主蒸気管破断時の評価結果によると，被ばく量は約 6.8×10-2mSv であ

り，上記の判断基準（5mSv）と比較して小さい。このことから，主蒸気管は耐震Ｂクラスと

することは妥当である。一方で，主蒸気管が破断した場合，一次冷却系から直接外部へ放射

性気体（核分裂生成物）を放出する事象が引き起こされる可能性があることに配慮すること

とし，念のため，主蒸気管を弾性設計用地震動Ｓｄで破損しないことの検討を行うこととし

たものである。 

 

 以上のように，被ばく評価結果に基づき耐震Ｂクラスの妥当性を確認するとともに，放射

性物質の放出の可能性に配慮して弾性設計用地震動Ｓｄに対して破損しないことの検討を

行うこととしたものであり，基準地震動Ｓ１を弾性設計用地震動Ｓｄに読み換えたものでは

ない。 

 

【参考：耐震設計審査指針改訂（平成 18 年 9 月）による耐震重要度と適用する地震動との

関連について】 

 次に耐震重要度分類と適用する地震動に関して，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 発刊当時は，

耐震Ａクラスのうち特に重要な施設を耐震Ａｓクラスとし，耐震Ａクラス施設に対して基準

地震動Ｓ１を，耐震Ａｓクラス施設に対して基準地震動Ｓ１，Ｓ２を適用することとなって

いた。その後，平成 18 年に改訂された耐震設計審査指針において，耐震重要度分類につい

ては，Ａｓクラス及びＡクラスを統合してＳクラスとし，適用する地震動は基準地震動Ｓｓ

のみとなった。さらに，施設の安全機能の保持を高い精度で確認するため弾性設計用地震動

Ｓｄを規定し，Ｓクラス施設に適用することとなった。 

 上記のような改訂経緯から，基準地震動Ｓ１と弾性設計用地震動Ｓｄとは直接関連するも

のではない。 
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図 1 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 重要度分類編（抜粋） 
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Ⅱ．評価用地震動における評価結果 

1. はじめに

「Ⅰ.主蒸気管における耐震重要度分類及び評価用に適用する地震動の考え方について」

において，主蒸気管は，耐震Ｂクラス，かつ，弾性設計用地震動Ｓｄに対して破損しないこ

との検討を行うこととしている。 

ここでは，主蒸気管について，弾性設計用地震動Ｓｄを作用させた場合の応力評価を示す。 

2. 評価方法

2.1 概要 

評価対象は原子炉格納容器外側隔離弁から主蒸気止め弁までの範囲とする。評価対象で

ある配管系の鳥瞰図を図 1に示す。主蒸気管には，三軸粘性ダンパ設置しており，高減衰

による地震応答低減を図っている。地震応答解析法については，このような高減衰箇所の

応答が考慮可能であるモーダル時刻歴解析を適用する。 

また，主蒸気管は原子炉建物，タービン建物及び蒸気タービンの基礎に支持点（地震入

力点）を有しており，それぞれの支持点に対応した建物・構築物の時刻歴応答波を入力す

る。なお，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮して，解析入力は３方向同時入

力とする。 

2.2 評価条件 

入力地震動については，弾性設計用地震動Ｓｄ－１，Ｓｄ－Ｄ，Ｓｄ－Ｆ１，Ｓｄ－Ｆ

２，Ｓｄ－Ｎ１，Ｓｄ－Ｎ２とした。なお，本資料では評価上最も厳しい結果となるＳｄ

－１（表 5参照）についての評価結果を示す。適用した入力地震動のうちＳｄ－１につい

ての時刻歴応答波を図 2に示す。 

配管系の構造減衰についてはⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を

用いる。表 1に評価条件を示す。 

表 1 評価条件 

系統名称 

（鳥瞰図番号） 

耐震設計上の 

重要度分類 
建物・構築物 標高 

減衰定数 

(％) 

主蒸気系 

(MS-T-1) 
Ｂ 

原子炉建物 

タービン建物

蒸気タービンの基礎 
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3. 評価結果

3.1 配管応力評価結果 

  主蒸気管（MS-T-1）の最大応力評価点の応力評価結果を表 2に示す。また，最大応力

評価点を図 1に示す。以下の結果から，計算値が許容値以下であり，主蒸気管が弾性設

計用地震動Ｓｄに対して破損しないことを確認した。 

表 2 配管応力評価結果 

許容応力 

状態 

最大応力区分 

(許容応力) 

鳥瞰図 

番号 

最大応力 

評価点 

応力評価 疲労評価 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

疲労累積 

係数 

ⅣＡＳ 

一次応力 

(0.9・Ｓｕ) 
MS-T-1 264 108 377 ― 

一次＋二次応力 

(2・Ｓｙ) 
MS-T-1 264 120 396 ― 
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添付資料 1 

主蒸気管に設置する三軸粘性ダンパの段階的な減衰性能の設定 

 

1. 概要 

  本資料では，主蒸気管に設置する三軸粘性ダンパの段階的な減衰性能の設定について示

す。なお，表 1に主蒸気管に設置している三軸粘性ダンパの型式を示す。 

 

表 1 主蒸気管に設置している三軸粘性ダンパの型式 

設置箇所 型式 

主蒸気管 630／426 

 

 

2. 段階的な減衰性能の設定 

  主蒸気管に設置する三軸粘性ダンパの段階的な減衰性能の設定を図 1に示す。 

三軸粘性ダンパのモデル化にあたっては，性能試験結果に基づいて設定した高側及び低

側の減衰性能に対して，製造公差及び据付公差による±30％のばらつきを考慮し設定して

いる。また，保守的に変動及びばらつきを考慮することで上限と下限の減衰性能の差が大

きくなるため，等間隔に補間した減衰性能も設定しており，上限と下限を含めた５段階の

減衰性能を設定している。 

 

 

等価剛性（水平方向） 

 

等価減衰係数（水平方向） 

 

等価剛性（鉛直方向） 

 

等価減衰係数（鉛直方向） 

図 1 主蒸気管に設置する三軸粘性ダンパの段階的な減衰性能の設定（630／426） 

 

  

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

0 5 10 15 20 25 30

等
価
剛
性

(k
N
/m
m
)

振動数 (Hz)

減衰性能１

（上限）

減衰性能２

減衰性能３

減衰性能４

減衰性能５

（上限）

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

0 5 10 15 20 25 30

等
価
減
衰
係
数

(k
N
.s
/
mm
)

振動数（Hz）

減衰性能１

（上限）

減衰性能２

減衰性能３

減衰性能４

減衰性能５

（上限）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0 5 10 15 20 25 30

等
価
剛
性

(k
N
/m
m
)

振動数（Hz）

減衰性能１

（上限）

減衰性能２

減衰性能３

減衰性能４

減衰性能５

（上限）

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

0 5 10 15 20 25 30

等
価
減
衰
係
数

(k
N
.s
/
mm
)

振動数（Hz）

減衰性能１

（上限）

減衰性能２

減衰性能３

減衰性能４

減衰性能５

（上限）

19



 

添付資料 2 

主蒸気管の振動モード 

 

1. 概要 

配管系に三軸粘性ダンパを設置した場合，減衰マトリクス[C]が大きな値となり対角化で

きず[M]，[C]，[K]の３つのマトリクスを解く複素固有値解析になる。 

本資料では，三軸粘性ダンパの設置による主蒸気管の振動性状の変化の傾向を示すため，

三軸粘性ダンパ設置前の実固有値解析及び設置後の複素固有値解析の結果を示す。 

 

2. 複素固有値解析における振動モードについて 

減衰マトリクス[C]を対角化できる場合の実固有値解析においては，ある固有モードでの

各自由度の振幅の最大値は同一時刻に生じるため，振動モードを見ることで，系全体の応答

を把握することが可能である。 

一方，複素固有値解析では，固有モードが複素数になり位相を有するため，ある固有モー

ドにおいて各自由度間で位相差があり，振幅が最大になる時刻が異なる。したがって，複素

固有値解析における振動モードは，各自由度がそれぞれ異なる位相で振動している状態のう

ち，ある一瞬を切り取ったものとなる。 

 

3. 固有値解析結果 

主蒸気管（MS-T-1）の固有周期及びモード減衰比を表 1に，実固有値解析（三軸粘性ダン

パが無い状態での解析）における振動モードを図 1に，複素固有値解析における振動モード

を図 2～図 6に示す。なお，固有周期，モード減衰比及び振動モードは，２次モードまでを

代表で示すが，実固有値解析における１次モードは三軸粘性ダンパを複数設置する主蒸気止

め弁から高圧タービンまでの配管が応答するモードであり，２次モードは三軸粘性ダンパを

設置しないタービンバイパスラインが応答するモードである。また，振動モードでは，各質

点の変位の相対量・方向を破線で図示する。 

実固有値解析及び複素固有値解析における振動モードを比較すると，実固有値解析におけ

る１次モードが複素固有値解析における２次モード，実固有値解析における２次モードが複

素固有値解析における１次モードに対応していることが分かる。実固有値解析における１次

モードでは，三軸粘性ダンパを設置することによりモード減衰比が高くなるとともに，剛性

も増すため固有周期が短周期側に変化していることが分かる。また，減衰性能が高いほどモ

ード減衰比及び固有周期の変化が大きくなっている。一方，実固有値解析における２次モー

ドでは，固有周期はほぼ一致しており，モード減衰比も配管系の設計用減衰定数として設定

した値（3.00％）から変化はない。 

以上の傾向は三軸粘性ダンパ設置前後の主蒸気管に対して想定される振動性状と整合し

ている。 

 

  

20



表 1 主蒸気管（MS-T-1）の固有周期及びモード減衰比 

実固有値解析 
複素固有値解析 

減衰性能１（上限） 減衰性能２ 減衰性能３ 減衰性能４ 減衰性能５（下限） 

次数 

固有 

周期 

(s) 

固有 

周期 

(s) 

モード

減衰比 

(％) 

固有 

周期 

(s) 

モード

減衰比 

(％) 

固有 

周期 

(s) 

モード

減衰比 

(％) 

固有 

周期 

(s) 

モード

減衰比 

(％) 

固有 

周期 

(s) 

モード

減衰比 

(％) 
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添付資料 3 

地盤物性等の不確かさによる固有周期の変動に対する考慮について 

1. 概要

スペクトルモーダル解析では，床応答加速度は地盤物性等の不確かさによる固有周期の変

動を考慮して周期方向に±10％拡幅した設計用床応答スペクトルを用いている。三軸粘性ダ

ンパを設置した配管系の地震応答解析では，時刻歴応答解析を採用することから，地盤物性

等の不確かさによる固有周期の変動の影響を考慮し，機器評価への影響が大きい地震動に対

して影響評価を実施する。 

なお，地盤物性等の不確かさによる固有周期の変動に対する評価は，機器の固有周期と床

応答スペクトルのピークが合うように時刻歴の横軸を±10％する手法があるが，配管系の固

有周期は１次モードが支配的であるとは限らず，また減衰性能に応じて固有周期が変動する

ことから，時刻刻みを±10％シフトした時刻歴波にて評価を実施し，機器が持つ裕度と時刻

歴波をシフトすることへの影響度合を考慮して実施する。 

2. 評価結果

地盤物性等の不確かさによる固有周期の変動を考慮した配管の応力評価結果を表 1 に示

す。なお，評価結果は機器評価への影響が大きい地震動であるＳｄ－１のうち，減衰が小さ

く，地盤物性等の不確かさによる固有周期の影響を受けやすい減衰性能５（下限）ついて示

す。 

評価の結果，いずれの結果においても計算値が許容値以下であることを確認した。また，

時刻刻みを±10％シフトした場合の計算応力への影響は 14％程度であり，機器が持つ裕度

に対して微小な変動であることから，地盤物性等の不確かさによる固有周期の変動は本設備

の成立性に影響がないことを確認した。 
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表
1 

配
管
応
力
評
価
結
果
（
減
衰
性
能
５
）
 

No
 

地
震
動
 

種
類
 

許
容
応
力
状
態
Ⅳ

Ａ
Ｓ
 

一
次
応
力
評
価
 

一
次
＋
二
次
応
力
評
価
 

評
価
点
 

計
算
 

応
力
 

(M
Pa
) 

許
容
 

応
力
 

(
MP
a)
 

裕
度
 

変
動
率

＊

(％
) 

評
価
点
 

計
算
 

応
力
 

(
M
P
a
) 

許
容
 

応
力
 

(
M
P
a
) 

裕
度
 

疲
労
累

積
係
数
 

変
動
率

＊

(
％

) 

1 
Ｓ
ｄ
－
１
（
オ
リ
ジ
ナ
ル
）
 

26
4 

10
3 

37
7 

3.
66
 

―
 

22
1 

1
0
8 

3
9
6 

3
.
6
6 

―
 

―
 

2 
Ｓ
ｄ
－
１
+1
0％

シ
フ
ト
 

22
1 

98
 

37
7 

3.
84
 

95
.1
 

22
1 

1
0
2 

3
9
6 

3
.
8
8 

―
 

9
4
.
4 

3 
Ｓ
ｄ
－
１
-1
0％

シ
フ
ト
 

46
2 

10
0 

39
4 

3.
94
 

97
.1
 

22
1 

9
3 

3
9
6 

4
.
2
5 

―
 

8
6
.
1 

注
記
＊
：
時
刻
刻
み
を
±
10
％
シ
フ
ト
し
た
場
合
の
計
算
応
力
へ
の
影
響
を
示
す
パ
ラ
メ
ー
タ
と
し
て
，
以
下
の
計
算
を
し
た
値
 

Ｓ
ｄ
－
１
±
10
％
シ
フ
ト
の
計
算
応
力

 
／
 
Ｓ
ｄ
－
１
（
オ
リ
ジ
ナ
ル
）
の
計
算
応
力

 
×
 
10
0 
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